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(57)【要約】
【課題】
【解決手段】本発明は、カーボンナノチューブを含むコーティングが設けられた基材を含
むグレージングを提供する。前記グレージングは、窓板間のスペースの境界を画す、空間
を介して配置された二枚の窓板を含むＩＧユニットであり得る。前記ＩＧユニットは、カ
ーボンナノチューブを含む透明導電体コーティングが設けられた少なくとも一つの外部表
面を有する。また、前記グレージングは、二枚のガラスの窓板と、その間に挟持されたカ
ーボンナノチューブを含む中間膜とを含む合わせガラスアセンブリであり得る。単体基材
の実施形態も提示されている。いくつかの実施形態において、前記コーティングは、誘電
体膜およびカーボンナノチューブの両方を含む。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　空間を介して配置された少なくとも二枚の窓板を含む複層断熱グレージングユニットで
あって、前記断熱グレージングユニットは、少なくとも一つの窓板間のスペースを有し、
且つ、カーボンナノチューブを含む透明導電体コーティングが設けられた所望の表面を有
し、前記所望の表面が、前記ユニットの窓板間のスペースに面する内部表面ではなく、前
記ユニットの外部表面である、複層断熱グレージングユニット。
【請求項２】
　前記透明導電体コーティングは、前記ユニットの△Ｕが少なくとも約０．０３であるよ
うに選択された厚さ、ナノチューブ被覆率および組成を有し、前記△Ｕが、前記透明導電
体コーティングを備えた前記ユニットのＵ値と前記透明導電体コーティングの無い前記ユ
ニットのＵ値との差の絶対値と定義される、請求項１に記載の断熱グレージングユニット
。
【請求項３】
　前記透明導電体コーティングの厚さが、１０，０００オングストローム未満であり、さ
らに前記△Ｕが少なくとも約０．０３である、請求項２に記載の断熱グレージングユニッ
ト。
【請求項４】
　前記透明導電体コーティングが、カーボンナノチューブと無機材料とから本質的になり
、６００℃を超える高温での熱処理により、前記コーティングが、褐色化または不透明に
なるのではなく、透明のままであるように、前記コーティングが前記熱処理に対する耐性
を有する、請求項１に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項５】
　前記透明導電体コーティングが、カーボンナノチューブと誘電体材料とから本質的にな
り、前記コーティングは、誘電体／カーボンナノチューブ重量比が約２．３～約９９９で
あることを特徴とし、前記誘電体／カーボンナノチューブ重量比が、前記カーボンナノチ
ューブの全重量に対する前記誘電体材料の全重量と定義される、請求項１に記載の断熱グ
レージングユニット。
【請求項６】
　前記誘電体／カーボンナノチューブ重量比が約９～約９９９である、請求項５に記載の
断熱グレージングユニット。
【請求項７】
　前記誘電体材料が、金属酸化物、金属窒化物および金属酸窒化物からなる群から選択さ
れる、請求項５に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項８】
　前記カーボンナノチューブが、前記誘電体材料のマトリックス内に包み込まれている、
請求項５に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項９】
　前記誘電体材料が、シリカ、窒化ケイ素および酸窒化ケイ素からなる群から選択される
非晶質または実質的に非晶質の誘電体材料である、請求項５に記載の断熱グレージングユ
ニット。
【請求項１０】
　前記所望の表面が、前記ユニットの第４表面または第６表面のいずれかであり、前記ユ
ニットが、建物の壁のフレームに取り付けられ、屋外環境に曝される第１表面と前記ユニ
ットの窓板間のスペースに曝される第２表面とを有し、前記所望の表面が、前記建物の屋
内環境に曝される室内側表面であり、且つ、前記カーボンナノチューブが前記室内側表面
の１００％未満を被覆し、前記コーティングが前記カーボンナノチューブを包み込む透明
誘電体膜を含む、請求項１に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項１１】
　前記カーボンナノチューブが、前記室内側表面の約５０パーセント未満を被覆する、請
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求項１０に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項１２】
　前記カーボンナノチューブが、前記室内側表面の約３０パーセント未満を被覆する、請
求項１０に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項１３】
　前記ユニットのＵ値が０．２４未満である、請求項１に記載の断熱グレージングユニッ
ト。
【請求項１４】
　前記Ｕ値が０．２１未満である、請求項１３に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項１５】
　前記透明導電体コーティングの放射率が約０．２５未満である、請求項１に記載の断熱
グレージングユニット。
【請求項１６】
　前記透明導電体コーティングが、△Ｔｖが約５％未満となるように選択された厚さ、ナ
ノチューブ被覆率および組成を有し、前記△Ｔｖが、前記透明導電体コーティングを備え
た前記ユニットの可視光透過率と前記透明導電体コーティングの無い前記ユニットの可視
光透過率との差の絶対値と定義される、請求項１に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項１７】
　前記ユニットの可視光透過率が、約３０％～約７５％である、請求項１に記載の断熱グ
レージングユニット。
【請求項１８】
　前記ユニットが、低放射率コーティングが設けられた第２表面を有し、前記低放射率コ
ーティングが、銀を含有する少なくとも一つの赤外反射膜を含み、前記赤外反射膜が二つ
の透明誘電体膜の間に位置する、請求項１に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項１９】
　前記ユニットが、親水性コーティングが設けられた第１表面を有する、請求項１８に記
載の断熱グレージングユニット。
【請求項２０】
　前記親水性コーティングが、シリカ、チタニアまたはその両方を含み、且つ、前記透明
導電体コーティング、前記低放射率コーティングおよび前記親水性コーティングの物理的
総厚が１，０００オングストローム～１０，０００オングストロームである、請求項１９
に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項２１】
　前記透明導電体コーティング、前記低放射率コーティングおよび前記親水性コーティン
グの物理的総厚が、約１，０００オングストローム～約５，０００オングストロームであ
る、請求項１９に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項２２】
　前記ユニットが、ａh色座標が約０～約－６であり、ｂh色座標が約＋６～約－６である
ことを特徴とする透過色を有する、請求項１に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項２３】
　前記ユニットが、ａh色座標が約＋２～約－６であり、ｂh色座標が約＋６～約－６であ
ることを特徴とする外側反射色を有する、請求項１０に記載の断熱グレージングユニット
。
【請求項２４】
　前記透明導電体コーティングの厚さが、１０，０００オングストローム未満である、請
求項１に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項２５】
　前記透明導電体コーティングの厚さが、約１，５００オングストローム未満である、請
求項１に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項２６】
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　前記所望の表面が、前記ユニットの第１表面であり、前記ユニットが建物の壁のフレー
ムに取り付けられ、前記第１表面が屋外環境に曝され、前記ユニットが、前記ユニットの
窓板間のスペースに曝される第２表面を有する、請求項１に記載の断熱グレージングユニ
ット。
【請求項２７】
　前記ユニットが、屋内環境に曝される室内側表面を有し、前記室内側表面がカーボンナ
ノチューブを含む第二の透明導電体コーティングを備えている、請求項２６に記載の断熱
グレージングユニット。
【請求項２８】
　前記室内側表面が、前記ユニットの第４表面または前記ユニットの第６表面のいずれか
である、請求項２７に記載の断熱グレージングユニット。
【請求項２９】
　誘電体膜およびカーボンナノチューブから本質的に成る厚さ１０，０００オングストロ
ーム未満のコーティングが設けられた主表面を有する透明窓板を含むグレージングであっ
て、前記コーティングの誘電体／カーボンナノチューブ重量比が約２．３～約９９９９で
あり、前記誘電体／カーボンナノチューブ重量比が、前記カーボンナノチューブの全重量
に対する前記誘電体膜の全重量と定義される、グレージング。
【請求項３０】
　前記コーティングが、金属酸化物、金属窒化物および金属酸窒化物からなる群から選択
される誘電体材料と、カーボンナノチューブとから本質的になり、且つ、６００℃を超え
る高温での熱処理により、前記コーティングが、褐色化または不透明になるのではなく、
透明のままであるように、前記コーティングが前記熱処理に対する耐性を有する、請求項
２９に記載のグレージング。
【請求項３１】
　前記誘電体膜が非導電性誘電体材料である、請求項２９に記載のグレージング。
【請求項３２】
　前記誘電体膜が、シリカ、窒化ケイ素および酸窒化ケイ素からなる群から選択される非
晶質または実質的に非晶質の誘電体材料である、請求項２９に記載のグレージング。
【請求項３３】
　前記カーボンナノチューブが前記誘電体膜に包み込まれている、請求項２９に記載のグ
レージング。
【請求項３４】
　前記コーティングの厚さが４，０００オングストローム未満である、請求項２９に記載
のグレージング。
【請求項３５】
　前記厚さが１，５００オングストローム未満である、請求項３４に記載のグレージング
。
【請求項３６】
　前記主表面は、前記カーボンナノチューブが約５０パーセント未満を被覆する全表面積
を有する、請求項２９に記載のグレージング。
【請求項３７】
　前記カーボンナノチューブが、前記主表面の全表面積の約３０パーセント未満を被覆す
る、請求項３６に記載のグレージング。
【請求項３８】
　前記カーボンナノチューブによる被覆率が、前記主表面の少なくとも約１～２パーセン
トである、請求項２９に記載のグレージング。
【請求項３９】
　前記コーティングの表面抵抗が約２０オーム／スクエア未満である、請求項２９に記載
のグレージング。
【請求項４０】
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　前記のコーティングされた透明窓板の単体透過率が少なくとも約７０パーセントである
、請求項２９に記載のグレージング。
【請求項４１】
　前記グレージングが、それぞれ銀を含む三つの赤外反射膜を含むコーティングが設けら
れたさらなる窓板を含む、請求項２９に記載のグレージング。
【請求項４２】
　第一および第二のガラスの窓板を含み、前記第一の窓板が、接合された内部表面と露出
した外部表面とを有し、前記第二の窓板が、接合された内部表面と露出した外部表面とを
有する合わせガラスアセンブリであって、ガラスの前記第一および第二の窓板の間に、前
記二枚のガラス窓板を結合する中間膜があり、前記第一および第二の窓板の内部表面が、
前記中間膜に接合されており、且つ、前記中間膜がカーボンナノチューブを含む、合わせ
ガラスアセンブリ。
【請求項４３】
　前記中間膜が高分子層を含み、前記カーボンナノチューブが前記高分子層に埋設されて
いるかあるいは隣接されている、請求項４２に記載の合わせガラスアセンブリ。
【請求項４４】
　前記中間膜が前記カーボンナノチューブとポリマーを含み、前記中間膜のカーボンナノ
チューブ／ポリマー重量比が約０．０００１～約１．０であり、前記カーボンナノチュー
ブ／ポリマー重量比が、前記中間膜中の前記ポリマーの重量に対する前記カーボンナノチ
ューブの全重量と定義される、請求項４２に記載の合わせガラスアセンブリ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本願は、２００６年６月３０日出願の米国特許出願第６０／８１７，９９７号明細書の
優先権を主張するものであり、その全開示事項は、引用することにより本明細書の一部と
される。
【０００２】
　［技術分野］
　本発明は、ガラスなどの基材用コーティングを提供する。特に、本発明は、カーボンナ
ノチューブを含むコーティングを提供する。本発明はまた、そのようなコーティングをガ
ラス板や他の基材上に堆積させる方法も提供する。
【背景技術】
【０００３】
　ガラス板および他の基材は、積層された透明な金属含有フィルムでコーティングするこ
とによりこのコーティングされた基材の光学特性を変化させることができる。特に望まし
いのは、容易に可視光線を透過させる一方で、他の波長の放射、特に赤外線スペクトルに
おける放射の透過率を最小限に抑える能力を特徴とするコーティングである。赤外線放射
を反射する公知のコーティングとしては、低放射率コーティングや、酸化インジウムスズ
（「ＩＴＯ」）コーティングなどの透明導電体コーティングも挙げられる。これらのコー
ティングは、可視光透過率を低下させることなく放射伝熱を低減させるのに有用である。
この種のコーティングされたガラスは、建築用ガラスとしておよび自動車用ガラスとして
有用である。
【０００４】
　コーティングされたガラス板は、グレージングに組み込まれることが多い。今日、少な
くとも３タイプのグレージングが市販されている。これら３タイプは、単層ガラス、複層
ガラスおよび三重ガラスと呼ばれることが多い。複層ガラスが最も一般的であり、一般に
、二枚のガラス窓板間に密閉空間を有する断熱グレージングユニット（「ＩＧユニット」
）を含む。そのガラス上のコーティングは、グレージングに所望の光学特性を付与する。
【０００５】
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　バランスの良く取れた一連の特性を示すグレージングを提供することは難しい。例えば
、グレージングが低放射率コーティングなどのコーティングを備えたガラス板を含む場合
、所望レベルの可視光透過率、低い可視光反射率、良好な断熱性、中間色および良好な耐
久性を得るのは難しい。特に、非常にバランスのよいコーティング特性を実現する膜厚と
組成の具体的な組み合わせを特定することは困難である。特定の特性に関して特に優れた
結果を得るため、可能性のあるさまざまなコーティング調整を検討することもできる。し
かしながら、調整の多くは、他の所望のコーティング特性に悪影響を及ぼす。
【０００６】
　費用効率の高い方法で製造可能な、コーティングされたガラスを提供することも難しい
。例えば、ＩＴＯコーティングなどの透明導電体コーティングの製造コストは高くなる可
能性がある。ＩＴＯコーティング製造用材料はまた、供給量が限られている。そのため、
市場においては、代わりの透明導電体コーティングが求められている。ＩＴＯコーティン
グはまた、所望の耐久性より低い場合もある。例えば、ＩＴＯコーティングは、比較的引
っ掻き傷が付きやすい場合もある。よって、費用効率の高い方法で製造でき、また耐久性
も備えた透明導電体コーティングが求められている。
【０００７】
　コーティングが熱処理される場合、所望の特性を得ることはさらに困難である。ガラス
を強化するため、または湾曲した自動車のフロントガラスのように所望の形状に湾曲させ
ることができるようにするため、前記ガラスの融点または融点付近の温度までコーティン
グされたガラス板を加熱することが必要な場合が多い。自動車窓のガラス、特に自動車の
フロントガラス用のガラスは、強化することが大切である。割れた際、強化ガラスは、大
きな危険な破片ではなく非常に多くの小さな破片にガラスが粉砕される破損パターンを示
すことが望ましい。強化に際し、コーティングされたガラスは、一般に、約７００℃程度
の高温にさらされる。また、コーティングされたガラスは、多くの場合、かなりの期間そ
のような温度に耐え得るものでなければならない。特定のコーティング、例えばＩＴＯコ
ーティングは、いくらか劣化すること無しにはそのような高温処理に耐えられない場合も
ある。よって、高温処理に耐え得る透明導電体コーティングが求められている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　いくつかのグレージングは、合わせガラスアセンブリを含む。合わせガラスアセンブリ
は、一般的に、ポリマー中間膜により積層された二枚のガラスの窓板を含む。従来の合わ
せガラスアセンブリの制限の一つは、ポリマー中間膜の強度にある。場合によっては、前
記中間膜が時間と共に劣化する場合もあり、窓板間の接着も劣化する。ポリマー中間膜は
、多くの場合厚いため、経時の劣化に耐え得る。薄くおよび／または高強度の合わせガラ
スアセンブリを提供することが望ましいであろう。また、経時の劣化に対する高度の耐性
と高温に対する耐久性を併せ持つ中間膜を備えた合わせガラスアセンブリを提供すること
も望ましいであろう。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　窓板間のスペースの境界を画す、空間を介して配置された二枚の窓板を含む断熱グレー
ジングユニットが提供される。前記断熱グレージングユニットは、カーボンナノチューブ
を含む透明導電体コーティングが設けられた第４表面を有する。前記透明導電体コーティ
ングは、前記ユニットの△Ｕが少なくとも約０．０３であるように選択された厚さ、ナノ
チューブ被覆率および組成を有し得る。前記△Ｕは、前記透明導電体コーティングを備え
た前記ユニットのＵ値と前記透明導電体コーティングの無い前記ユニットのＵ値との差の
絶対値と定義される。いくつかの場合、前記Ｕ値は、０．２４未満または０．２１未満で
ある。前記透明導電体コーティングにより、放射率は約０．２５未満になり得る。場合に
よっては、前記透明導電体コーティングは、△Ｔｖが約５％未満となるように選択された
厚さ、ナノチューブ被覆率および組成を有する。前記△Ｔｖは、前記透明導電体コーティ
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ングを備えた前記ユニットの可視光透過率と前記透明導電体コーティングの無い前記ユニ
ットの可視光透過率との差の絶対値と定義される。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は、本発明の一実施形態に係るコーティングを備えた表面を有する基材の概
略断面図である。
【図２】図２は、本発明の別の実施形態に係るコーティングを備えた表面を有する基材の
概略断面図である。
【図３】図３は、本発明の別の実施形態に係るコーティングを備えた表面を有する基材の
概略断面図である。
【図４】図４は、本発明のある実施形態に係る、建物の壁のフレームに取り付けられてい
る複層断熱グレージングユニットの一部切欠概略断面側面図である。
【図５】図５は、本発明のある実施形態に係る、建物の壁のフレームに取り付けられてい
る複層断熱グレージングユニットの一部切欠概略断面側面図である。
【図６】図６は、本発明のある実施形態に係る、建物の壁のフレームに取り付けられてい
る複層断熱グレージングユニットの一部切欠概略断面側面図である。
【図７】図７は、本発明のある実施形態に係る、建物の壁のフレームに取り付けられてい
る複層断熱グレージングユニットの一部切欠概略断面側面図である。
【図８】図８は、本発明のある実施形態に係る積層体の断面側面図である。
【図９】図９は、本発明のある実施形態に係る積層体の中間膜の断面側面図である。
【図１０】図１０は、本発明のある実施形態に係る積層体の中間膜の断面側面図である。
【図１１】図１１は、カーボンナノチューブを含むコーティングを備えた表面の概略拡大
上面像である。
【図１２】図１２は、カーボンナノチューブを含むコーティングを備えた表面の別の概略
拡大上面像である。
【図１３】図１３は、カーボンナノチューブを含むコーティングを備えた表面のさらに別
の概略拡大上面像である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の実施形態によっては、空間を介して配置された少なくとも二枚の窓板を備えた
複層断熱グレージングユニットを提供する。前記断熱グレージングユニットは、少なくと
も一つの窓板間のスペースと、カーボンナノチューブを含む透明導電体コーティングが設
けられた所望の表面とを有する。ここで、前記所望の表面とは、前記ユニットの窓板間の
スペースに曝される内部表面ではなく、前記ユニットの外部表面である。
【００１２】
　場合によっては、前記断熱グレージングユニットは、約３０％～約７５％の可視光透過
率を有する。前記ユニットはまた、低放射率コーティングが設けられた第２表面も有し得
る。いくつかの場合、前記低放射率コーティングは、銀を含有する少なくとも一つの赤外
反射膜を含み、前記赤外反射膜は、二つの透明誘電体膜の間に位置する。前記ユニットは
また、親水性コーティング（water-sheeting coating）が設けられた第１表面も有し得る
。前記親水性コーティングは、例えば、シリカ、チタニアまたはその両方を含み得る。前
記透明導電体コーティング、低放射率コーティングおよび親水性コーティングの物理的総
厚は（そのような三つのコーティングが全て設けられている場合）、約１，０００オング
ストローム～約１０，０００オングストローム、例えば、約１，０００オングストローム
～約５，０００オングストロームであり得る。いくつかの実施形態において、前記断熱グ
レージングユニットは、ａh色座標が約＋２～約－６であり、ｂh色座標が約＋６～約－６
であることを特徴とする外側反射色を有する。同様に、いくつかの実施形態において、前
記断熱グレージングユニットは、ａh色座標が約０～約－６であり、ｂh色座標が約＋６～
約－６であることを特徴とする透過色を有する。
【００１３】
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　カーボンナノチューブを含むコーティングが設けられた主表面を有する透明窓板を含む
グレージングも提供される。前記コーティングは、透明誘電体膜および前記カーボンナノ
チューブの両方を含む。前記コーティングの厚さは、２００オングストロームより厚く４
，０００オングストロームより薄い。前記窓板の主表面は、前記カーボンナノチューブが
前記主表面の全表面積の約５０パーセント未満または約３０パーセント未満を被覆する全
表面積を有し得る。前記コーティングの表面抵抗は、約１００オーム／スクエア未満また
は約２０オーム／スクエア未満であり得る。前記透明誘電体膜は、金属酸化物膜であって
もよく、前記カーボンナノチューブの少なくとも一部を覆っていてもよい。
【００１４】
　カーボンナノチューブを含むコーティングが設けられた透明窓板を含むグレージングも
提供される。前記コーティングの厚さは、約４，０００オングストローム未満である。前
記コーティングは、前記透明窓板の主表面上に位置し、且つ、前記カーボンナノチューブ
による被覆率は、前記主表面の少なくとも約１～２パーセントである。前記コーティング
された透明窓板の単体（ｍｏｎｏｌｉｔｈｉｃ）透過率は、少なくとも約７０パーセント
であり得る。前記コーティングは、厚さが約１，５００オングストローム未満、表面抵抗
が約１００オーム／スクエア未満であり得る。前記ナノチューブ被覆率は、約１００パー
セントにすることができる。場合によって、前記グレージングは、それぞれが銀を含む三
つの赤外反射膜を含むコーティングが設けられたさらなる窓板を含む。
【００１５】
　実施形態によっては、本質的に誘電体膜およびカーボンナノチューブから成るコーティ
ングが設けられた主表面を備えた透明窓板を含むグレージングを提供する。これらの実施
形態において、前記コーティングの厚さは、１０，０００オングストローム未満であり、
前記コーティングの誘電体／カーボンナノチューブ重量比は、約２．３～約９９９９であ
る。前記誘電体／カーボンナノチューブ重量比は、前記カーボンナノチューブの全重量に
対する前記誘電体膜の全重量と定義される。
【００１６】
　二枚のガラスの窓板と、その二枚のガラスの窓板の間に挟持されたカーボンナノチュー
ブを含むコーティングとを含む合わせガラスアセンブリも提供される。場合によっては、
前記コーティングは、高分子層に隣接している。
【００１７】
　一実施形態においては、第一および第二のガラスの窓板を含む合わせガラスアセンブリ
が提供される。この実施形態においては、前記第一の窓板が、接合された内部表面および
露出した外部表面を有し、前記第二の窓板が、接合された内部表面および露出した外部表
面を有する。前記第一および第二のガラスの窓板の間には、前記二枚のガラス窓板を結合
する中間膜があり、前記第一および第二の窓板の内部表面が、前記中間膜に接合されてい
る。ここでの前記中間膜はカーボンナノチューブを含む。
【００１８】
　建物の壁のフレームに取り付けられ、屋外環境に曝される第１表面と、前記ユニットの
窓板間のスペースに曝される第２表面とを有する断熱グレージングユニットも提供される
。前記ユニットが、前記建物の屋内環境に曝される室内側表面を備えた内側の窓板を有し
、カーボンナノチューブを含むコーティングが前記室内側表面上にあり、前記カーボンナ
ノチューブが、前記室内側表面の１００％未満を被覆し、且つ、前記コーティングは前記
カーボンナノチューブ上に透明誘電体膜を含む。カーボンナノチューブを含む前記コーテ
ィングの厚さは、約４，０００オングストローム未満または約１，５００オングストロー
ム未満であり得る。前記カーボンナノチューブは、前記室内側表面の約５０パーセント未
満または約３０パーセント未満を被覆し得る。
【００１９】
　断熱グレージングユニットも提供され、建物の壁のフレームに取り付けられる前記ユニ
ットが提供される。前記ユニットは、屋外環境に曝される第１表面を有する。親水性コー
ティングが前記第１表面上にあり、前記ユニットは、前記建物の屋内環境に曝される室内
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側表面を備えた内側の窓板を有する。カーボンナノチューブを含む前記コーティングは、
室内側表面上にあり、前記ユニットは、前記ユニットの窓板間のスペースに曝される、コ
ーティングされた内面を有する。低放射率コーティングが前記内面上にあり、カーボンナ
ノチューブを含む前記コーティング、低放射率コーティングおよび親水性コーティングの
総厚が、約１，０００オングストローム～約１０，０００オングストローム、例えば、約
１，０００オングストローム～約５，０００オングストロームである。
【００２０】
　以下の詳細な説明は、図面を参照しながら解釈されるべきであり、異なる図面における
同様の要素には同様の参照符号を付している。図面は、必ずしも共通の尺度を持つとは限
らず、選択された実施形態を示すものであって、本発明の範囲を限定するものではない。
当業者であれば、挙げられた実施例には本発明の範囲内にある多くの代替例があることが
分かるであろう。
【００２１】
　本発明の多くの実施形態は、コーティングされた基材を含む。幅広い種類の基材が、本
発明における使用に適している。いくつかの実施形態において、基材１０、１０’は、概
ね対向する第１の主表面１２、１６および第２の主表面１４、１８を有するシート状基材
である。例えば、前記基材は、透明材料からなるシート（すなわち、透明シート）であり
得る。しかしながら、前記基材は、シートである必要も無いし、透明である必要も無い。
【００２２】
　前記基材は、任意に、様々な建材のいずれかの構成材であり得る。予想される用途例と
しては、前記基材が、サッシ（例えば、窓サッシまたはドアサッシ）、羽目板（例えば、
アルミニウム羽目板）、テントパネル、防水シート（例えば、フルオロカーボン重合体か
ら成る防水シート）、プラスチックフィルム（例えば、フルオロカーボンプラスチックフ
ィルム）、シングル屋根板、窓用ブラインド（金属、プラスチックまたは紙から成る窓用
ブラインドなど）、紙製間仕切り（例えば、障子）、手すり、手すり子、または飾り座金
である実施形態が挙げられる。一実施形態において、前記基材は、壁、天井または床タイ
ルなどのセラミックタイルである。別の実施形態において、前記基材は、ガラスブロック
である。様々な好適なガラスブロックが、サンゴバン・オーバーランド（Ｓａｉｎｔ－Ｇ
ｏｂａｉｎ　Ｏｂｅｒｌａｎｄ　（ドイツ国コブレンツ（Ｋｏｂｌｅｎｚ））より市場に
おいて入手可能である。さらに他の実施形態において、前記基材は、ポリエステルフィル
ム、ポリエチレンフィルム、テレフタレートフィルムなどである。この種の好適なフィル
ムは、日本曹達株式会社（日本国東京）より市場において入手可能である。さらなる実施
形態において、前記基材は、フェンスまたは壁、例えば、ノイズ低減フェンスまたは壁な
どである。
【００２３】
　多くの用途に関して、前記基材は、ガラスまたは透明プラスチックなどの透明（または
少なくとも半透明）材料を含むであろう。例えば、いくつかの実施形態において、前記基
材はガラス板（例えば、窓板）である。様々な公知のタイプのガラスが使用でき、一般に
、ソーダ石灰ガラスが好ましい。特定の好適な実施形態において、前記基材は、窓、天窓
、ドア、シャワードアまたは他のグレージングの一部である。場合によっては、前記基材
は、自動車のフロントガラスまたは自動車の横窓用の合わせガラスアセンブリの一部であ
る。他の場合、前記基材は、外部または内部バックミラー、バンパー、ホイールキャップ
、ワイパーまたは自動車のボンネットパネル、サイドパネル、トランクパネルまたはルー
フパネルの一部である。他の実施形態において、前記基材は、一枚の水槽ガラス、プラス
チック製水槽窓または一枚の温室ガラスである。これらの実施形態において、前記基材は
、任意に、合わせガラスアセンブリの一部であり得る。さらなる実施形態において、前記
基材は、冷蔵庫パネル、例えば、冷蔵庫のドアまたは窓の一部などである。さらに別の実
施形態において、前記基材は、電磁波遮蔽装置の一部である。
【００２４】
　本発明においては、様々なサイズの基材を使用することができる。一般に、大面積基材
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が使用される。実施形態によっては、主要寸法（例えば、長さまたは幅）が少なくとも約
０．５メートル、好ましくは少なくとも約１メートル、あるいは、より好ましくは少なく
とも約１．５メートル（例えば、約２メートル～約４メートル）、そして、場合によって
は少なくとも約３メートルである基材１０を含む。いくつかの実施形態において、前記基
材は、長さおよび／または幅が約３メートル～約１０メートルである大型ガラス板、例え
ば、幅が約３．５メートルおよび長さが約６．５メートルのガラス板である。長さおよび
／または幅が約１０メートルを超える基材もあり得る。
【００２５】
　いくつかの実施形態において、前記基材１０’は、一般に正方形または矩形のガラス板
である。これらの実施形態における前記基材は、前段落および／または下記段落に記載し
たいずれの寸法でも可能である。特定の一実施形態において、前記基材は、一般に、幅が
約３メートル～約５メートル、例えば、約３．５メートル、長さが約６メートル～約１０
メートル、例えば、約６．５メートルの矩形のガラス板である。
【００２６】
　本発明においては、様々な厚さの基材が使用できる。いくつかの実施形態において、前
記基材１０’（任意に、ガラス板であり得る）の厚さは、約１～５ｍｍである。実施形態
によっては、厚さが約２．３ｍｍ～約４．８ｍｍ、あるいは、より好ましくは約２．５ｍ
ｍ～約４．８ｍｍである基材１０’を含む。特定の一実施形態においては、厚さ約３ｍｍ
の一枚のガラス（例えば、ソーダ石灰ガラス）が使用される。一群の実施形態において、
前記基材（ガラス、プラスチックまたは別の材料であり得る）の厚さは、約４ｍｍ～約２
０ｍｍである。この範囲の厚さは、例えば、水槽（この場合、前記基材は、任意に、ガラ
スまたはアクリルであり得る）に有用である場合もある。前記基材がフロートガラスであ
る場合、一般に、その厚さは、約４ｍｍ～約１９ｍｍであろう。別の一群の実施形態にお
いて、前記基材は、厚さ約０．３５ｍｍ～約１．９ｍｍの薄板（例えば、ガラス製）であ
る。この種の実施形態は、任意に、一枚のディスプレイガラスなどである基材１０’を含
み得る。
【００２７】
　一部の実施形態において、本発明は、カーボンナノチューブを含むコーティングが設け
られた基材、例えば、透明窓板を含むグレージングを提供する。前記グレージングは、例
えば、単層ガラス、複層ガラスまたは三重ガラスであり得る。いくつかの場合において、
前記グレージングは、単層単体窓、単層単体ドア、単層単体天窓などである。他の場合に
おいて、前記グレージングは、二重窓、二重ドア、二重天窓などである。多くの場合にお
いて、前記グレージングは、断熱グレージングユニットを含むであろう。一般に、前記断
熱グレージングユニットは、窓板間のスペースの境界を画す、二枚の透明窓板（任意に、
ガラス製）を含む。前記窓板間のスペースにより断熱性が得られ、この断熱効果は、任意
に、アルゴンまたはクリプトンなどの断熱ガスを前記スペースに充填することにより高め
られる。
【００２８】
　前記グレージングの透明窓板は、カーボンナノチューブを含むコーティングを備えてい
るのが好ましい。前記カーボンナノチューブは、当技術分野において公知のいかなるタイ
プのものであってもよい。一般的に言えば、カーボンナノチューブは、並はずれた強度、
電気特性および導電性を示す円筒状炭素分子である。カーボンナノチューブには、二つの
タイプ：単層および多層がある。単層ナノチューブは、一層の円筒からなり、一方、多層
ナノチューブは、いくつかの同心円筒を有する。ナノチューブは、直径が数ナノメートル
程度であり、長さが数センチメートル以下（例えば、１００ｎｍ～７００ｃｍ、例えば、
数百ナノメートル～数センチメートルなど）である場合が多い。いくつかの実施形態にお
いて、当該コーティングは、平均長が５００ｎｍを超える、例えば、５００ｎｍ～５ｃｍ
、あるいは、好ましくは５ミクロン～５ｃｍである、複数のカーボンナノチューブを含む
。いくつかの場合においては、前記カーボンナノチューブの大部分（任意に、実質的に全
て）の長さが、この段落に記載されている一つまたは複数の範囲内にある。前記コーティ
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ングは、前記カーボンナノチューブに加えて、他の炭素形態または他の材料、例えば、ナ
ノチューブの堆積または合成プロセスの副産物として前記コーティング内に残った物質な
どを含み得る。例えば、金属触媒は、ナノチューブの合成に使用される場合が多く、副産
物として前記コーティング内に残り得る。
【００２９】
　カーボンナノチューブを含む前記コーティングは、いくつかの所望の特性を前記グレー
ジングに付与する。カーボンナノチューブは、各チューブの軸に沿っては優れた熱導体お
よび導電体であり、チューブ軸に垂直方向では良好な断熱材である。そのため、それらは
、前記グレージングに低シート抵抗および低放射率を付与することができる。よって、前
記コーティングは、透明導電体コーティングとして機能し得る。カーボンナノチューブコ
ーティングはまた、熱処理に対する耐性も非常に高い。よって、それらは、多くの処理法
、例えば、ガラス強化や他の高温処理などに対する耐性が特に高い場合もある。特に、そ
れらの耐性は、ＩＴＯ透明導電体コーティングよりも高くなると考えられる。
【００３０】
　いくつかの場合において、カーボンナノチューブを含む前記コーティング（または、前
記コーティングのすくなくとも一層若しくは領域）は、本質的にカーボンナノチューブか
ら成り、任意に他の炭素含有材料を共に含む。他の場合において、前記コーティング（ま
たは、前記コーティングのすくなくとも一層若しくは領域）は、カーボンナノチューブお
よび高分子フィルムの両方を含む。前記高分子フィルムは、場合によって、導電性高分子
フィルムであり、前記ナノチューブ（任意に、少なくとも一部、実質的に全部、または全
部）の保護に使用される。いくつかの実施形態において、前記高分子フィルムは、ポリア
ニリンポリマーを含む。例えば、いくつかの実施形態において、前記フィルムは、米国オ
ハイオ州クリーブランド（Ｃｌｅｖｅｌａｎｄ）にある会社、ハイテクポリマーズ（Ｈｉ
　Ｔｅｃｈ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ）から市販されている材料、ポリエーテルウレタン４９０
１を含む。
【００３１】
　好適な一群の実施形態において、前記コーティングは、カーボンナノチューブおよび透
明誘電体膜の両方を含む。この種のいくつかの実施形態は、セラミックマトリック（例え
ば、金属酸化物などの透明誘電体材料のマトリックス）に配置されたカーボンナノチュー
ブを設ける。前記透明誘電体膜は、酸化チタン、窒化チタン、酸化ケイ素、窒化ケイ素、
酸化亜鉛、酸化スズおよび／またはその他を含み得る。好適な一実施形態において、前記
コーティングの透明誘電性成分は、本質的に、金属酸化物、金属窒化物および金属酸窒化
物からなる群から選択される無機材料から成る。
【００３２】
　前記カーボンナノチューブは、任意に、誘電体膜と組み合わせることにより、前記誘電
体膜の特性を変えることができる。例えば、前記誘電体膜の粗さ（および表面積）、硬度
、伝導性および／または他の特性を高めるために前記ナノチューブを設けることができる
。一実施形態において、前記コーティング５０は、酸化チタン（例えば、ＴｉＯ2）およ
びカーボンナノチューブを含む（また、任意に、本質的にそれらからなる）。ここで、前
記酸化チタンは、任意に、カーボンナノチューブの層上に堆積されたフィルムであり得る
。その結果得られたコーティングは、前記カーボンナノチューブにより生じた粗さ／表面
積の増加により特に高いレベルの光活性を有することもある。前記ナノチューブはまた、
コーティングされた基材に対し、特に低いシート抵抗および／または高い強度を付与する
こともある。場合によって、このようにコーティングされた基材は、前記コーティングの
特性に影響を与える、強化（ｔｅｍｐｅｒｉｎｇ）、半強化（heat strengthening）また
は別の熱処理などの堆積後の熱処理に曝される。これらの場合、前記コーティングは、結
晶性チタニアおよび前記カーボンナノチューブの両方を含んでいてもよい。
【００３３】
　いくつかの実施形態において、前記コーティング５０は、特定の誘電体／カーボンナノ
チューブ重量比を有する。前記比は、例えば、約２．３～９９９９（例えば、約２．３～
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９９９）、あるいは９～９９９９（例えば、約９～９９９）であり得る。前記誘電体／カ
ーボンナノチューブ重量比は、前記カーボンナノチューブの全重量に対する前記誘電体材
料の全重量と定義される。これらの範囲は、例であり、用途によって、前記比の変更が望
ましい場合もある。例えば、電磁波遮蔽の実施形態においては、より低い比が望ましい場
合もあり、一方、特に高い可視光透過率が望まれる場合は、より高い比が選択される場合
もある。
【００３４】
　前記誘電体膜が設けられている場合、前記誘電体膜は前記コーティングの耐久性を向上
させることができる。いくつかの場合において、前記コーティングは、カーボンナノチュ
ーブおよびシリカの両方を含む。他の場合において、前記コーティングは、カーボンナノ
チューブおよび窒化ケイ素（または酸窒化ケイ素）の両方を含む。前記酸窒化ケイ素の実
施形態は、例えば、様々なレベルの屈折率を得るように、（例えば、酸化物および窒化物
の相対量において）変化させることができる。より広範な群の実施形態において設けられ
る場合もあるように、例えば、非晶質または実質的に非晶質の誘電体膜をカーボンナノチ
ューブと併用するのが望ましい場合、これらの実施形態が好ましい場合もある。
【００３５】
　このように、一群の実施形態では、カーボンナノチューブおよび非晶質または実質的に
非晶質の誘電体膜を含む（任意に、本質的にそれらから成る）コーティングが提供される
。前記カーボンナノチューブは、例えば、非晶質または実質的に非晶質の誘電体材料のマ
トリックスに埋設されてもよい。前記誘電体材料は、例えば、シリカ、窒化ケイ素および
酸窒化ケイ素からなる群から選択できる。一実施形態では、例えば、耐久性を目的として
、前記カーボンナノチューブ上に（任意に、前記カーボンナノチューブを完全に包み込む
ように）前記非晶質の誘電体膜を設ける。
【００３６】
　一部の実施形態における前記コーティング５０は、強化、半強化、光パルス、プラズマ
パルスまたは別の熱処理に曝される。これらの実施形態のいくつかは、前記コーティング
を酸化雰囲気（例えば、空気）に曝しながら、前記カーボンナノチューブ含有コーティン
グを（例えば、３００℃を超えるまたはさらに６００℃をも超える温度まで）熱処理する
こと含む。いくつかの実施形態では、そのような熱処理によりコーティングが褐色化また
は不透明になるのではなく透明のままであるそのような熱処理に対する耐性を有する一つ
または複数のフィルムの形態で前記コーティングが得られる。これらの実施形態における
前記コーティングは、例えば、本質的にカーボンナノチューブおよび無機材料（任意に、
金属酸化物、金属窒化物および金属酸窒化物から選択）からなるのが有利であり得る。
【００３７】
　前記誘電体－カーボンナノチューブコーティングの実施形態の一サブグループにおいて
、前記コーティングは、非導電性誘電体材料を含む。例えば、これは、２～３例を挙げる
と、ＴｉＯ2、ＳｉＯ2またはＴｉＯ2およびＳｉＯ2の各種混合物の使用を伴う場合もある
。前記コーティング５０の誘電性成分は、任意に、本質的に非導電性誘電体材料から成り
得る。
【００３８】
　いくつかの実施形態において、前記コーティングの厚さは、約４，０００オングストロ
ーム未満である。この種のいくつかの実施形態において、前記コーティング５０の厚さは
、２００～４，０００オングストロームの範囲内である。いくつかの場合における前記コ
ーティングは、約１，５００オングストローム未満（あるいは、１，０００オングストロ
ーム未満）である。しかしながら、別の群の実施形態において、前記コーティングの厚さ
は、４，０００～１０，０００オングストローム、例えば、約６，０００～７，０００オ
ングストロームである。そして、より一般的には、前記厚さは２００～１０，０００オン
グストロームの範囲内で変えてもよい。この段落に記載した前記厚さの範囲は、本発明の
開示におけるあらゆる実施形態に使用することもできる。
【００３９】
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　前記カーボンナノチューブは多くの公知の方法を用いて前記基材上に設けられる。ナノ
チューブを合成する方法としては、これらに限定されはしないが、アーク放電、レーザー
アブレーション、化学蒸着、プラズマ化学気相成長、熱分解堆積および電気泳動堆積が挙
げられる。前記カーボンナノチューブを合成またはその他の方法で得た後、それらを前記
基材上に堆積させることができる。典型的な堆積法としては、スプレー蒸着、インクジェ
ット印刷、分配法、スピンコーティング、はけ塗り、ディッピングおよびスクリーン印刷
が挙げられる。いくつかの実施形態において、前記カーボンナノチューブは、化学蒸着に
より堆積される。ナノチューブの堆積に適した化学蒸着法は、米国特許出願第０９／５５
６，８１６号および第１０／９４５，８１４号明細書に記載されており、ナノチューブの
合成／堆積に関するその内容は、引用することにより本明細書の一部とされる。他の実施
形態において、前記カーボンナノチューブは、スプレー蒸着により堆積される。いくつか
の実施形態において、あらかじめ合成されたナノチューブは、例えば、米国カリフォルニ
ア州リバーサイド（Ｒｉｖｅｒｓｉｄｅ）にある会社、カーボン・ソリューションズ社（
Ｃａｒｂｏｎ　Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ、Ｉｎｃ．）から入手可能である。前記合成されたナ
ノチューブは、溶媒（例えば、水、イソプロピルアルコール、トルエンなど）に懸濁させ
ることができ、その後、前記溶媒およびナノチューブを基材上に噴霧することができる。
いくつかの場合において、前記ナノチューブは、（例えば、ＯＨ基、ＣＯＯＨ基などを前
記ナノチューブ表面に付加することにより）官能基を持たせ、前記溶媒に溶解し易くする
ことができる。前記ナノチューブおよび溶媒は、超音波混合し、前記ナノチューブの溶解
を促進することもできる。前記カーボンナノチューブを堆積する他の適した方法は、米国
特許出願第１０／９８４，０７９号および第１０／４６８，１４５号明細書に記載されて
おり、ナノチューブの合成／堆積に関するその内容は、引用することにより本明細書の一
部とされる。
【００４０】
　前記カーボンナノチューブを基材上に供給した後、任意に、誘電体膜を前記ナノチュー
ブ上に堆積する。前記誘電体膜は、これらに制限されはしないが、スパッタリング、化学
蒸着、熱分解堆積、蒸発、ゾルゲル成膜およびイオンアシスト蒸着を含む公知の方法を用
いて堆積することができる。いくつかの実施形態において、前記誘電体膜は、スパッタリ
ング、例えば、ＤＣ、ＡＣおよび／またはパルスＤＣスパッタリングなどにより堆積され
る。好適な一方法は、一般に当該業界で使用されるＤＣマグネトロンスパッタリングを利
用し、その一実施形態はチャピン（Ｃｈａｐｉｎ）の米国特許第４，１６６，０１８号明
細書に記載されており、スパッタリング技術および装置に関するその教示事項は引用する
ことにより本明細書の一部とされる。
【００４１】
　いくつかの実施形態において、誘電体膜は、カーボンナノチューブであらかじめコーテ
ィングされた基材上に、前記基材を、誘電体膜を塗布するスパッタコーター内を通過させ
ることにより堆積される。前記スパッタコーターは、スパッタリングにより前記誘電体膜
を堆積させることのできる一つまたは複数のターゲットを含む。場合によって、前記コー
ターは、誘電体（例えば、酸化亜鉛アルミニウムまたは二酸化チタン、任意に、その亜酸
化物）から成るスパッタ可能材料を含む複数のターゲットを備える。前記ターゲットを、
不活性雰囲気（例えば、アルゴン雰囲気）または弱酸化雰囲気または弱窒化雰囲気におい
てスパッタし、前記基材上に所望の誘電体材料を堆積してもよい。しかしながら、より一
般的には、金属ターゲットが設けられ、前記誘電体膜は、反応性雰囲気において金属ター
ゲットをスパッタすることにより堆積される。前記金属は、前記雰囲気において反応ガス
（例えば、酸素および／または窒素）と反応し、誘電体を形成する。例えば、酸化亜鉛膜
は、酸化雰囲気において亜鉛ターゲットをスパッタすることにより堆積することができる
。同様に、酸化チタン膜は、酸化雰囲気においてチタンターゲットをスパッタすることに
より堆積することができる。また、窒化ケイ素膜は、窒素雰囲気においてシリコンターゲ
ット（アルミニウムなどでドープし、伝導性を向上させてもよい）をスパッタすることに
より堆積することができる。シリカフィルムは、酸化雰囲気においてシリコンターゲット
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（またはＳｉ－Ａｌターゲット）をスパッタすることにより堆積することができる。当然
ながら、一連の所望のターゲットが、通常使用されるであろう。このように堆積されたフ
ィルムの厚さは、基材の速度を変化させることによりおよび／または各個別のターゲット
のパワーおよびスパッタ速度を変化させることにより制御できる。誘電体膜をスパッタ堆
積する特定の好適な方法は、出願者自身の米国特許第５，３１８，６８５号明細書および
特許出願第０９／０２４，２４０号、第０９／７５９，６６１号、第０９／０４４，６８
１号、第０９／９６６，６３６号、第１０／０３２，９０１号および第１０／００８，９
４９号明細書に記載されており、スパッタ蒸着技術および装置に関するその教示事項は、
引用することにより本明細書の一部とされる。
【００４２】
　図１～３はそれぞれ、様々な実施形態に係るコーティング５０を備えた表面１８を有す
る基材１０’を示す。コーティング５０は、例えば、これは決して必須ではないが、透明
導電体コーティングであり得る。
【００４３】
　図１の実施形態において、コーティング５０は、本質的にカーボンナノチューブから成
り、任意に、他の炭素含有材料（および／または前記カーボンナノチューブの作製に使用
された触媒に含まれていた材料）を共に含む。カーボンナノチューブ２０は、表面１８上
（任意に、直ぐ上）に設けられている。さらに、前記カーボンナノチューブは、ここでは
露出している（すなわち、それらが前記コーティングの最外部を画定している）。場合に
よって、前記ナノチューブは、実質的に表面１８全体を被覆する。図１１は、被覆率１０
０パーセントの状態を概略的に示す。この概略図において、図示されているチューブの下
のナノチューブは示されていない。しかし、１００パーセントの被覆率が得られるように
、この平面図ではオープンスペースに見える領域において、実際は、これらのスペースの
下には他のカーボンナノチューブが存在しているであろう（しかし、これは、図１２およ
び１３の場合には当てはまらない）。他の場合において、前記ナノチューブは、表面１８
の一部のみを被覆する。例えば、前記被覆率は、任意に、約６０パーセント以下、約５０
パーセント以下または約３０パーセント以下であり得る。図１２および１３は、前記被覆
率が６０パーセント未満および５０パーセント未満である実施形態を概略的に示し、図１
３は、前記被覆率が３０パーセント未満である実施形態を概略的に示す。前記ナノチュー
ブは、表面１８の少なくとも約１～２パーセント被覆するのが好ましい。
【００４４】
　図２の実施形態において、コーティング５０はカーボンナノチューブ２０および透明誘
電体膜３０を含む。カーボンナノチューブ２０は、例えば、上記の被覆率範囲などの所望
の被覆率が得られるように前記表面上に設けられる。透明誘電体膜３０は、カーボンナノ
チューブ２０の少なくとも一部上に（例えば、埋設するように）設けられるのが好ましい
。図示されている実施形態において、誘電体膜３０は、ナノチューブ２０全体を覆ってい
る。他の場合において、膜３０は、ナノチューブの一部のみまたはいくつかを被覆する。
例えば、ナノチューブのいくつかが被覆されている一方、他のナノチューブは、膜３０の
上面から幾分突出していてもよい。前記コーティングの厚さは、ここでは、例えば、１０
，０００オングストローム未満、４，０００オングストローム未満または１，５００オン
グストローム未満であり得る。
【００４５】
　図３は、コーティング５０がカーボンナノチューブ２０および透明誘電体膜３０の両方
を含む漸変コーティングである実施形態を示す。いくつかの場合において、前記漸変コー
ティングは、基材表面１８から外側に向かって、通常連続的に濃度が増加する透明誘電体
膜３０および通常連続的に濃度が低下するカーボンナノチューブ２０を含む。他の場合に
おいて、前記漸変コーティングは、基材表面１８から外側に向かって、通常連続的に濃度
が増加するカーボンナノチューブ２０および通常連続的に濃度が低下する透明誘電体膜３
０を含む。これは、前記カーボンナノチューブの前（例えば、下）に透明誘電体膜を堆積
させる方法により得られる。
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【００４６】
　図示されている実施形態のいずれかにおけるコーティング５０の厚さは、前記コーティ
ングの所望の伝導性および透過性によって、約１００オングストローム～約３０，０００
オングストロームの間であればいくらでもよい。さらに、用途によっては、さらなる厚さ
が必要とされる場合もある。上記のより狭い典型的な厚さ範囲が、当該開示の実施形態に
おいて好ましい場合もある。
【００４７】
　前記基材をコーティングした後、任意に、コーティングされた基材に対し熱処理を行う
こともできる。これは、強化、半強化、光パルスまたはプラズマパルスを用いてコーティ
ングされた基材にエネルギーを送達することなどを含む場合もある。しかしながら、全実
施形態において、前記コーティングされた基材の熱処理は、決して必須ではない。
【００４８】
　特定の一実施形態において、ソーダ石灰ガラス板をカーボンナノチューブにより、被覆
率約３０％、厚さ約１００Åでコーティングする。前記カーボンナノチューブは、スプレ
ー蒸着により堆積させる。合成されたナノチューブ（カーボン・ソリューションズ社から
市場において入手できるチューブなど）を、溶媒（例えば、水またはイソプロパノールな
どの有機材料）に溶解させる。場合によって、前記ナノチューブは、官能化することによ
り、所望の溶媒に溶解するであろう。イソプロパノール、水、または他の溶媒中、超音波
発生装置（ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃａｔｏｒ）において、６０分間処理することが有用な場
合もある。他の場合において、前記チューブは、ドデシル硫酸ナトリウム（ＳＤＳ）など
の界面活性剤を使用し、安定溶液中に懸濁させることもできる。前記溶液は、約３０％の
被覆率が得られるように前記ガラス板上に（例えば、超音波噴霧器を使用して）噴霧する
ことができる。多くの場合において、前記溶媒はガラス板から蒸発するため、主にナノチ
ューブが残る。いくつかの場合においては、前記基材を加熱し、溶媒の蒸発速度を上げる
ことが望ましい場合もある。そして、このようにしてその一主表面がカーボンナノチュー
ブでコーティングされたガラス板を、酸化チタン膜をカーボンナノチューブ２０上に理論
厚さ約４０Åでスパッタ堆積するスパッタコーター内を通過させる。このフィルムは、酸
化雰囲気においてチタンターゲットをスパッタすることにより、または不活性雰囲気にお
いて酸化チタンターゲット（準化学量論的チタニアターゲットなど）をスパッタすること
により堆積し得る。有用な準化学量論的チタニアターゲットは、ベカルトＶＤＳ社（Ｂｅ
ｋａｅｒｔ　ＶＤＳ）（ベルギー、ダインゼ（Ｄｅｉｎｚｅ））から市場において入手で
きる。この種のターゲットおよび有用なスパッタ蒸着法は、米国特許第６，５１１，５８
７号、第６，４６８，４０２号および第６，４６１，６８２号明細書に記載されており、
チタニアターゲットおよび有用な堆積法に関するその主要な教示事項は、引用することに
より本明細書の一部とされる。
【００４９】
　本発明はまた、カーボンナノチューブを含むコーティングを備えた少なくとも一透明窓
板を有するＩＧユニットも提供する。いくつかの場合において、前記コーティングは、前
記ユニットの第１表面上にある。他の場合において、前記コーティングは、前記ユニット
の第４表面上または第６表面上にある。さらに、前記ユニットは、そのようなコーティン
グを、例えば、第１および第４表面の両方にまたは第１および第６表面の両方に有するこ
とも可能である。よって、前記ユニットは、二重窓板ユニット（ｄｏｕｂｌｅ－ｐａｎｅ
　ｕｎｉｔ）、三重窓板ユニットなどであり得る。図４～６を参照すると、いくつかの実
施形態においては、窓板間のスペース８００により分離された第一の窓板１０および第二
の窓板１０’を有するＩＧユニット１１０が提供される。スペーサー９００（任意に、サ
ッシ、フレームなどの一体部分であり得る）は、一般に、窓板１０および１０’を分離す
るために設けられる。図示されている実施形態において、前記ＩＧユニットは、これは決
して必須ではないが、建物２０００に取り付けられているフレーム１０００に取り付けら
れている。前記スペーサーは、接着剤７００を用いて前記窓板の内面に固定できる。場合
によっては、端部封止材６００も設けられる。図示されている実施形態において、前記第
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一の窓板１０は、外面１２（第１表面）および内面１４（第２表面）を有する。図示され
ている第二の窓板１０’は、内面１６（第３表面）および外面１８（第４表面）を有する
。第一の窓板１０は、任意に、外側窓板であり得る。例えば、それは、その外面１２が屋
外環境に曝されるようにフレーム１０００（窓枠、ドア枠、天窓フレームなど）に取り付
けることができる。図示されている内面１４および１６はいずれも、前記ＩＧユニットの
窓板間のスペース８００内の雰囲気（任意に、アルゴンまたは別の断熱ガスを含む）に曝
される。第二の窓板１０は、任意に、その外面１８が室内側表面（すなわち、屋内環境に
曝される表面）である、内側窓板であり得る。
【００５０】
　コーティング５０がＩＧユニットの前記第１表面上にある実施形態に関しては、前記ユ
ニットは、有利な結露防止断熱グレージングユニットであり得る。
【００５１】
　図４～６において、前記ユニットの表面１８（第４表面）は、カーボンナノチューブを
含むコーティング５０を備えている。単体グレージングを含むいくつかの実施形態におい
て、前記第２表面が、そのようなコーティングを有することも可能である。さらに、三重
ガラスの実施形態において、前記第６表面がそのようなコーティングを有することも可能
である。コーティング５０は、図１～３を参照して既に説明したコーティングの実施形態
のいずれか一つであり得る。図示されている実施形態において、第二の窓板１０’は、コ
ーティング５０を備えている。しかしながら、第一の窓板１０がさらに（または代わりに
）、カーボンナノチューブを含むコーティングを備えることも可能である。図４の実施形
態において、前記ユニット１１０は、カーボンナノチューブを含むコーティング５０のみ
が設けられている。つまり、第二の窓板１０’の外面１８のみにコーティング５０が設け
られており、表面１２、１４および１６はコーティングされていない。
【００５２】
　他の場合において、ＩＧユニット１１０は、別の表面（例えば、第２表面または第３表
面）上に機能性コーティング（例えば、低放射率コーティング）も有する。図５に示され
ている実施形態において、ＩＧユニット１１０は、低放射率コーティング６０を備えた第
２表面とカーボンナノチューブを含むコーティング５０を備えた第４表面とを有する。（
図７に示されているような）別の実施形態において、三重窓板ＩＧユニットは、第２表面
または第４表面上の低放射率コーティング（または低放射率コーティングは、第二および
第４表面の両方にあってもよい）と共に、カーボンナノチューブを含むコーティングを第
６表面上に有する。低放射率コーティング６０は、当該技術分野において公知のそのよう
ないかなるコーティングであってもよい。前記コーティングは、一つ、二つ、三つまたは
それ以上の赤外反射膜を有することも可能である。一つまたは二つの赤外反射膜を有する
低放射率コーティングは、当該技術分野において公知となっている。三つまたはそれ以上
の赤外反射膜を有する適切な低放射率コーティングは、出願人自身の米国特許出願第１１
／３６０，２６６号明細書に記載されており、その全内容は、引用することにより本明細
書の一部とされる。
【００５３】
　特定の一実施形態群は、カーボンナノチューブを含むコーティングを備えた一主表面（
好ましくは、第４表面または第６表面）と三つの赤外反射膜領域（それぞれ、任意に、銀
を含む）を含む低放射率を有する別の主表面とを備えた多層ＩＧユニットを提供する。こ
の種のいくつかの実施形態において、前記ＩＧユニットはまた、親水性および／または光
触媒コーティングなどの低保守コーティングを備えた主表面（好ましくは、第１表面）も
有する。特定の一実施形態において、前記低保守コーティング、低放射率コーティングお
よびカーボンナノチューブを含むコーティングの総厚は、１０，０００オングストローム
未満（例えば、１，０００～１０，０００オングストローム）、あるいは、さらに約５，
０００オングストローム未満（例えば、約１，０００オングストローム～約５，０００オ
ングストローム）である。これにより、特に良好な組み合わせの機能性コーティング特性
が得られる一方で、同時に所望の光学／外観特性をもたらすことができる。
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【００５４】
　図６を参照すると、ＩＧユニット１１０は、外部表面１２（第１表面）上に低保守コー
ティング７０を備え得る。前記低保守コーティングは、例えば、シリカおよび／またはチ
タニアを含み得る。適切な低保守コーティングは、出願人自身の米国特許出願第１１／０
２１，４８２号、第１１／１７９，１７８号、第１１／１７９，８５２号、第１１／１２
９，８２０号および第１１／２９３，０３２号明細書に記載されており、それぞれの全内
容は、引用することにより本明細書の一部とされる。この実施形態において、ＩＧユニッ
ト１１０は、低保守コーティング７０を備えた第１表面と、低放射率コーティング６０（
任意に、銀含有層を一層、二層または三層有する）を備えた第２表面と、カーボンナノチ
ューブを含むコーティング５０を備えた第４表面とを有する。いくつかの場合において、
低保守コーティング７０、低放射率コーティング６０およびカーボンナノチューブを含む
コーティング５０の物理的総厚は、約５，０００オングストローム未満、例えば、約１，
０００オングストローム～約５，０００オングストロームである。例えば、一実施形態で
は、シリカの直ぐ上の約２５～４０ÅのＴｉＯ2を有する第１表面の直ぐ上にある約７５
Åのシリカフィルム（任意に、アルミナなどを含む）により形成された低保守コーティン
グと、３０％被覆率で厚さ約１００Åの、第４表面の直ぐ上のカーボンナノチューブによ
り形成されたコーティングと、前記第２表面上に下記順番のフィルムにより形成された低
放射率コーティングとを有する二重窓板ＩＧユニットを提供する：約１３０ÅのＴｉＯ2

／約１２０ÅのＡｇ／約２０ÅのＴｉ（任意に、少なくとも部分的に酸化されている）／
約４７０ÅのＴｉＯ2／約１５０ÅのＡｇ／（任意に、少なくとも部分的に酸化された）
約２０ÅのＴｉ／約５５０ÅのＴｉＯ2／約２０５ÅのＡｇ／（任意に、少なくとも部分
的に酸化された）約２０ÅのＴｉ／約２８０ÅのＴｉＯ2。
【００５５】
　図７は、三重窓板ＩＧユニット１１０を示す。ここでは、第一の窓板１０、第二の中間
窓板１０’および第三の窓板１０’’を有するＩＧユニット１１０が提供されている。第
一の窓板１０と第二の窓板１０’は、窓板間のスペース８００により分離され、第二の窓
板１０’と第三の窓板１０’’は窓板間のスペース８００’ により分離されている。ス
ペーサー９００（任意に、サッシ、フレームなどの一体部分であり得る）は、一般に、窓
板１０および１０’を分離するために設けられており、スペーサー９００’は、窓板１０
’および１０’’を分離するために設けられている。前記スペーサーは、接着剤７００を
用いて前記窓枠の内面に固定できる。場合によっては、端部封止材６００も設けられる。
図示されている実施形態において、第一の窓板１０は、外面１２（第１表面）および内面
１４（第２表面）を有する。図示されている第二の窓板１０’は、表面１３（第３表面）
および表面１５（第４表面）を有する。図示されている第三の窓板１０’’は内面１６（
第５表面）および外面１８（第６表面）を有する。第一の窓板１０は、任意に、外側窓板
であり得る。例えば、それは、その外面１２が、屋外環境に曝されるようにフレーム１０
００（窓枠、ドア枠、天窓フレームなど）に取り付けることができる。図示されている内
面１４、１３、１５、１６は、前記ＩＧユニットの窓板間のスペース８００、８００’内
の雰囲気に曝される。第三の窓板１０’’は、その外面１８が室内側表面であるように、
任意に、内側窓板であり得る。
【００５６】
　引き続き図７を参照すると、前記ユニットの表面１８（第６表面）は、カーボンナノチ
ューブを含むコーティング５０を備えている。コーティング５０は、図１～３を参照し既
に説明したコーティングの実施形態のいずれか一つであり得る。表面１５（第４表面）は
、低放射率コーティング６０を備えている。当然ながら、低放射率コーティングは、表面
１４（第２表面）、表面１３（第３表面）または表面１６（第５表面）上に（さらにまた
は代わりに）設けることもできる。低放射率コーティング６０は、当該技術分野において
公知のそのようないかなるコーティングであってもよい。低保守コーティング７０は、図
示されている実施形態において外部表面１２（第１表面）上にも設けられている。一変形
例において、前記ＩＧユニット上の唯一のコーティングは、第６表面上のコーティング５
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０である。別の変形例においては、コーティング５０および７０のみが設けられる。
【００５７】
　カーボンナノチューブを含む当該コーティングは、多くの有用な特性を有する。以下、
これらの特性の幾つかについて述べる。いくつかの場合においては、一表面上に本発明の
コーティング５０を備える単体（すなわち、モノリシック）窓板に関する特性をここでは
報告する。他の場合においては、これらの特性は、その第４表面１８上に本発明のコーテ
ィング５０を有する二重窓板ＩＧユニットに関して報告する。これらの場合において、報
告される特性は、いずれの窓板も、２．２ｍｍの透明なソーダ石灰フロートガラスであり
、窓板間の１／２インチの空間に、アルゴン９０％と空気１０％との断熱混合ガスを充填
した二重窓板ＩＧユニットに関して算出されている。当然ながら、これらの詳細は、決し
て本発明を限定するものではない。異なる明確な記述がない場合、本明細書での記述は、
米国暖房冷凍空調学会（ＡＳＨＲＡＥ）規格条件の下、周知のウインドウ（ＷＩＮＤＯＷ
）５．２ａコンピュータプログラムを用いて（例えば、ガラスデータの中心（ＣＥＮＴＥ
Ｒ）を算出して）行われる測定を反映するものである。
【００５８】
　前記カーボンナノチューブの導電性により、コーティング５０は特に優れた断熱性を付
与することができる。いくつかの実施形態において、コーティング５０の厚さ、ナノチュ
ーブ被覆率および組成は、コーティング５０が約１００オーム／スクエア未満、約５０オ
ーム／スクエア未満または約２０オーム／スクエア未満のシート抵抗を示すように選択さ
れる。前記コーティングのシート抵抗は、４点プローブを用いて標準的な方法で計測可能
である。シート抵抗の算出に有用な、当該技術分野において公知の他の方法を採用するこ
とも可能である。
【００５９】
　いくつかの実施形態において、本発明は、Ｕ値が０．２４未満、より好ましくは０．２
１未満であるＩＧユニットを提供する。周知の通り、グレージングのＵ値は、前記ユニッ
トの断熱性の測定値である。Ｕ値が小さいほど断熱特性が良好である。Ｕ値という用語は
、当該技術分野においては周知である。ここで、前記ＩＧユニットは、図４に示すタイプ
（コーティング５０のみを有する）、図５に示すタイプ（コーティング５０および６０の
両方を有する）または図６に示すタイプ（コーティング５０、６０および７０を有する）
であり得る。よって、いくつかの場合において、コーティング５０の厚さ、ナノチューブ
被覆率および組成は、このコーティング５０のみを前記ＩＧユニットに設けることにより
、前記ユニットが、本段落に記載した一つまたは複数の範囲内のＵ値を有するよう選択さ
れる。他の場合において、前記ＩＧユニットは、二つ以上のコーティング、例えば、コー
ティング５０および６０の併用効果により、所望の低いＵ値を達成する。
【００６０】
　場合によって、前記コーティングは、前記ＩＧユニットの△Ｕが少なくとも約０．０３
であるように選択された厚さ、ナノチューブ被覆率および組成を有する。前記△Ｕは、コ
ーティング５０を備えた前記ユニットのＵ値とコーティング５０の無い前記ユニットのＵ
値との差の絶対値と定義される。
【００６１】
　コーティング５０はまた、非常に低い放射率も有し得る。例えば、いくつかの実施形態
において、コーティング５０の放射率は、約０．２５未満である。「放射率」という用語
は、当該技術分野において周知である。本明細書において、この用語は周知の意味通り使
用し、同一温度で、ある表面が発する放射の、黒体が発する放射に対する比のことを言う
。放射率は、吸収と反射双方の特徴であり、通常、式Ｅ＝１－(反射率)で表される。本明
細書の放射率の値は、「分光測定を用いた鏡面反射体の放射率に関する標準試験方法（Ｓ
ｔａｎｄａｒｄ Ｔｅｓｔ Ｍｅｔｈｏｄ Ｆｏｒ Ｅｍｉｔｔａｎｃｅ Ｏｆ Ｓｐｅｃｕｌ
ａｒ Ｓｕｒｆａｃｅｓ Ｕｓｉｎｇ Ｓｐｅｃｔｒｏｍｅｔｒｉｃ Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎ
ｔｓ）」ＮＦＲＣ３０１－９３に規定されている通りに測定可能であり、その全教示事項
は引用することにより本明細書の一部とされる。放射率は、測定したシート抵抗に０．０
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１６８６６を掛けることにより算出できる。この方法を用いると、シート抵抗が約１．２
５のコーティング５０は、例えば、放射率が約０．０２１であることが求められる。
【００６２】
　低シート抵抗および低放射率に加えて、本発明のコーティング５０によれば、高い可視
光透過率が得られる。いくつかの実施形態において、コーティング５０によれば、約３０
％～約７５％の（単体窓板またはＩＧユニットに関する）可視光透過率が得られる。例え
ば、コーティング５０を備えた窓板は、この範囲内に単体透過率を有していてもよく、且
つ／または、コーティング５０を有する窓板を備えたＩＧユニット（任意に、コーティン
グ６０および／または７０も適した表面上に有する）は、当該範囲内に絶縁透過率（ｉｎ
ｓｕｌａｔｅｄ　ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ）を有していてもよい。その主表面の一つに
被覆率５０％および厚さ５０Åでカーボンナノチューブにより形成されたコーティングを
有する単体ガラス窓板の可視光透過率は、少なくとも７０％と考えられる。
【００６３】
　「可視光透過率」という用語は、当該技術分野において周知であり、本明細書において
は、その周知の意味通り使用する。可視光透過率は、可視光反射率と同様、ＮＦＲＣ３０
０「窓板材料の太陽および赤外線光学特性およびシステムの退色度を測定するための標準
試験方法（Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ｔｅｓｔ　Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｄｅｔｅｒｍｉｎｉｎ
ｇ　ｔｈｅ　Ｓｏｌａｒ　ａｎｄ　Ｉｎｆｒａｒｅｄ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｐｒｏｐｅｒｔ
ｉｅｓ　ｏｆ　Ｇｌａｚｉｎｇ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　ａｎｄ　Ｆａｄｉｎｇ　Ｒｅｓｉ
ｓｔａｎｃｅ　ｏｆ　Ｓｙｓｔｅｍｓ）」（ナショナル　フェネストレーション　レーテ
ィング　カウンシル　インコーポレーティッド（Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｆｅｎｅｓｔｒａｔ
ｉｏｎ　Ｒａｔｉｎｇ　Ｃｏｕｎｃｉｌ　Ｉｎｃｏｒｐｏｒａｔｅｄ）、２００１年１２
月採択、２００２年１月発行）に従って求めることができる。これらおよび他の報告され
ている光学特性を計算する際には、周知のウインドウ５．２ａコンピュータプログラムを
使用することができる。
【００６４】
　ある一定の場合において、コーティング５０は、△Ｔｖが約５％未満またはさらに約２
％未満であるグレージング（例えば、ＩＧユニット）となるように選択された厚さ、ナノ
チューブ被覆率および組成を有する。前記△Ｔｖは、コーティング５０を備えた前記グレ
ージングの可視光透過率とコーティング５０の無い前記グレージングの透過率との差の絶
対値と定義される。よって、コーティング５０を設けることにより、付随する可視光透過
率の低下を最小限にし、導電性および／または強度を付与することができる。一実施形態
において、コーティング５０は、厚さ約１００オングストロームで基材表面上に堆積され
た表面被覆率約３０％のカーボンナノチューブにより形成される。本実施形態に係るコー
ティングは、△Ｔｖが約５％未満になると考えられる。
【００６５】
　これらの有益な特性に加えて、本発明のコーティング５０は、満足のいく色特性を促進
するのが望ましい。透過色および反射色に関する以下の記載は、周知の色座標「ａ」およ
び「ｂ」を用いて報告する。特に、本明細書において、これらの色座標は、周知のハンタ
ーＬａｂ表色系（Ｈｕｎｔｅｒ　Ｌａｂ　Ｃｏｌｏｒ　Ｓｙｓｔｅｍ）（ハンター法／ユ
ニット、ＩＩＩ．Ｄ６５、１０度視野（Ｈｕｎｔｅｒ　ｍｅｔｈｏｄｓ／ｕｎｉｔｓ、Ｉ
ＩＩ。Ｄ６５、１０　ｄｅｇｒｅｅ　ｏｂｓｅｒｖｅｒ））の通常使用を表す下付き文字
ｈ（すなわち、ａhおよびｂh）を用いて示す。本発明の色特性は、ＡＳＴＭ　Ｄ－２２４
４－９３、「器機で測定された色座標からの色差算出のための標準試験法（Ｓｔａｎｄａ
ｒｄ　Ｔｅｓｔ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｃａｌｃｕｌａｔｉｏｎ　Ｏｆ　Ｃｏｌｏｒ　
Ｄｉｆｆｅｒｅｎｃｅｓ　Ｆｒｏｍ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔａｌｌｙ　Ｍｅａｓｕｒｅｄ
　Ｃｏｌｏｒ　Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｅｓ）」１９９３年９月１５日に規定され、ＡＳＴＭ
　Ｅ－３０８－８５、ＡＳＴＭ規格年報、Ｖｏｌ．０６．０１「ＣＩＥ系を用いた物体の
色計算のための標準方法（Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｃｏｍｐｕｔｉｎ
ｇ　Ｔｈｅ　Ｃｏｌｏｒｓ　Ｏｆ　Ｏｂｊｅｃｔｓ　ＢｙＵｓｉｎｇ　Ｔｈｅ　ＣＩＥ　
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Ｓｙｓｔｅｍ）」により増補されたようにして測定することができ、そのそれぞれの全教
示事項は、引用することにより本明細書の一部とされる。
【００６６】
　コーティング５０により、満足のいく透過色を有するＩＧユニットが得られるのが望ま
しい。一般に、窓は、青色または青緑色の色調を示すことが望ましく、一般に青色が特に
望ましい。いくつかの実施形態において、前記ＩＧユニットは、ａh色座標が約０～約－
６であり、ｂh色座標が約＋６～約－６であることを特徴とする透過色を有する。この種
の典型的な一実施形態は、二重窓板ＩＧユニットを含み、前記第４表面は、被覆率５０％
および平均厚さ約５０Åでカーボンナノチューブにより形成されたコーティングを有し、
前記第２表面は、下記順番のフィルムにより形成された低放射率コーティングを有する：
前記第２表面から外側に向かって、約１６５Åの酸化亜鉛スズ／約１２０ÅのＡｇ／約２
０ÅのＴｉ（任意に、少なくとも部分的に酸化されている／約５９０Åの酸化亜鉛スズ／
約１５５ÅのＡｇ／約２０ÅのＴｉ（任意に、少なくとも部分的に酸化されている）／約
６６５Åの酸化亜鉛スズ／約２０５ÅのＡｇ／約２０ÅのＴｉ（任意に、少なくとも部分
的に酸化されている）／約３１５Åの酸化亜鉛スズ（最外部の１００Åの酸化亜鉛スズは
、任意に、１００Åの窒化ケイ素と置き換えられる）。
【００６７】
　コーティング５０により、満足のいく反射色を有するＩＧユニットが得られるのが望ま
しい。本明細書において報告されている反射色は、前記ＩＧユニットの第１表面から測定
される。いくつかの実施形態において、前記コーティングは、ａh色座標が約＋２～約－
６であり、ｂh色座標が約＋６～約－６であることを特徴とする外側反射色を有するＩＧ
ユニット上にある。すぐ上の段落で詳述した前記典型的な実施形態が、有用であろう。
【００６８】
　本発明はまた、合わせガラスアセンブリも提供する。合わせガラスアセンブリは、例え
ば、自動車のフロントガラスなどに広く使用されている。これらのアセンブリは通常、二
枚のガラス板を含み、前記ガラス板を結合する中間膜をその間に挟持する。これらの実施
形態において、前記中間膜は、カーボンナノチューブ（任意に、高分子材料に、埋設され
るおよび／または積層される）を含み、場合によっては、本質的にカーボンナノチューブ
からなる。
【００６９】
　図７を参照すると、いくつかの実施形態においては、二枚のガラスの窓板１０、１０’
および前記二枚の窓板１０、１０’の間に挟持されたカーボンナノチューブを含む中間膜
７０を有する合わせガラスアセンブリ２１０が提供される。図８を参照すると、中間膜７
０は、任意に、本質的にカーボンナノチューブ２０から成るか、あるいは、所望の接着剤
および／またはバインダーと共にカーボンナノチューブを含み得る。
【００７０】
　合わせガラスの一実施形態において、前記積層体は、カーボンナノチューブおよびポリ
マーを含む中間膜７０を有し、前記カーボンナノチューブ／ポリマー重量比は、約０．０
００１～約１．０である。前記カーボンナノチューブ／ポリマー重量比は、前記中間膜に
おける、前記ポリマーの重量に対する前記カーボンナノチューブの全重量である。
【００７１】
　一方、図９を参照すると、中間膜８０は、カーボンナノチューブおよび高分子材料の両
方を含み得る。図９において、中間膜８０は、カーボンナノチューブに隣接した高分子材
料（の層に対し任意に積層された）からなる膜９０を含む。前記高分子材料は、場合によ
って、ポリビニルブチラール（ＰＶＢ）、シリコーンまたはイオノプラスト（Ｉｏｎｏｐ
ｌａｓｔ）プラスチックである。フィルム９０およびナノチューブ２０はいずれも二枚の
窓板１０、１０’の間に挟持されている。場合によって、この種の合わせガラスアセンブ
リ２１０は、高分子フィルム９０の一つまたは複数の表面上にまずカーボンナノチューブ
２０を堆積させることにより組み立てられる。そして、ナノチューブ２０を有する高分子
フィルム９０を、前記二枚のガラス板の間に配置し、サンドイッチを形成した後、加熱し
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てもよい。または、カーボンナノチューブ２０は、高分子フィルム９０を前記二枚の窓板
の間に配置する前に、前記二枚の窓板の一つまたは複数の表面上に直接堆積することも可
能である。別の例では、単体（例えば、自己支持型）中間膜は、シート状の高分子材料に
埋設されたカーボンナノチューブを含む。さらに別の例では、前記積層グレージングアセ
ンブリは、二枚の窓板を含み、その間に、それぞれカーボンナノチューブを含む二つのコ
ーティングが位置し、そのような二つのコーティングの間に挟まれているのが、ＰＶＤ、
シリコーンおよびイオノプラスト・プラスチックからなる群から選択される材料を含む層
である。
【００７２】
　前記合わせガラスを組立てた後、アセンブリ２１０は、場合によって、加熱し（一般に
、約１２０°Ｆ～約１７０°Ｆの温度まで）、またローラーでプレスすることにより中間
膜とガラス窓板の間に閉じ込められた空気の除去を開始し、且つ、前記中間膜のガラス窓
板への接着を開始する。いくつかの実施形態においては、その後、オートクレーブ法を用
いてアセンブリ２１０を加工する。オートクレーブ動作は一般に、中間膜７０が前記ガラ
スに接着され、閉じ込められた空気の中間膜７０への溶解が完了するまで、アセンブリ２
１０を高温（一般に、約２７５°Ｆ～約３００°Ｆ）および高い大気圧（一般に、約１５
０～１９０ｐｓｉｇ）に曝すことを含む。当該実施形態の合わせガラスアセンブリの加工
に使用できる好適なオートクレーブ法は、米国特許第３，２３４，０６２号明細書および
米国特許第５，５３６，３４７号明細書に記載されており、オートクレーブ技術および装
置に関するそれらそれぞれの内容は、引用することにより本明細書の一部とされる。
【００７３】
　他の実施形態において、アセンブリ２１０は、非オートクレーブ法を用いて加工する。
使用できる好適な一非オートクレーブ工程は、出願人自身の米国特許出願第１０／３９３
，１９７号および第１０／９４３，７９７号明細書に記載されており、非オートクレーブ
技術および装置に関するそれらそれぞれの全内容は、引用することにより本明細書の一部
とされる。いかなる好適な加工法も、前記ガラス窓板に対する前記中間膜の接着を確保す
るために使用することができる。
【００７４】
　本発明の好ましい実施形態を説明してきたが、当然のことながら、本発明の精神および
添付のクレームの範囲から逸脱することなく、様々な変更、応用、および改良が可能であ
る。
【符号の説明】
【００７５】
　１０　　基材
　１０’　基材
　１２　　第１の主表面
　１４　　第２の主表面
　１６　　第１の主表面
　１８　　第２の主表面
　２０　　カーボンナノチューブ
　３０　　透明誘電体膜
　５０　　コーティング
　６０　　低反射率コーティング
　７０　　コーティング
　８０　　中間膜
　９０　　高分子フィルム
　１１０　ＩＧユニット
　６００　端部封止材
　７００　接着剤
　８００　スペース
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　９００　スペーサー
　９００’　スペーサー
　１０００　フレーム
　２０００　建物

【図１】

【図２】

【図３】



(23) JP 2010-513175 A 2010.4.30

【図４】 【図５】

【図６】 【図７】
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【図８】 【図９】
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【図１２】 【図１３】
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